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地域再生計画 
 

１ 地域再生計画の名称 
  大分県地方活力向上地域特定業務施設整備促進プロジェクト 
   
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
  大分県 
 
３ 地域再生計画の区域 

大分県の全域 
 
４ 地域再生計画の目標 

４－１－１ 大分県の産業の特徴 
 

     大分県では、古くから、味噌醤油、焼酎といった醸造業や沿海部の造船業などが地場産業と

して形成されていた。昭和 39 年に大分市、別府市、杵築市、由布市、日出町（現市町村名で記

載）が新産業都市の指定を国から受けることにより、大分市沿岸部を中心に鉄鋼、化学・石油

などの素材型産業が数多く立地した。また、昭和 59 年に中津市、宇佐市、豊後高田市、杵築市、

国東市、日出町（現市町村名で記載）がテクノポリス開発構想策定地域に指定され、国東半島

（国東市、杵築市、日出町）を中心に半導体、ソフトウェア、精密機械等の企業が立地した。さ

らに、平成 16 年に自動車メーカーの進出により、県北部（中津市、豊後高田市、宇佐市）を中

心に自動車関連企業の集積が進んでいる。 
一方、平成 20 年度から平成 24 年度にかけて県内総生産（名目）に占める製造業の比率は低

下している（図表 1）。平成 22 年から平成 26 年の県内への立地件数は平成 25 年を境に、増設

件数が新規立地件数を上回っている。新規立地が困難になっているため、既存の生産拠点の拡

張や研究開発等の新たな部門の誘致を行い、撤退リスクの低減や新たな雇用創出を図ることが

必要となっている。また、3 次産業の比率は平成 24 年で 66.6％となっており県内で最大の産業

規模となっているが、雇用のバランスシート（図表 2）からみて取れるように、サービス業の求

人は、求職者に比べ多くなっているが、総務や企画調査部門を含む事務職では、求職者は非常

に多いものの、求人は少なくミスマッチが生じている。なお、大卒者の県内就職率は高等学校

等と比べ著しく低くなっている（図表 3）。 
  そのため、製造業については、既存立地企業の製造部門に限らず研究開発部門等の新たな企

業誘致による雇用創出が課題となっている。また、総務や企画調査部門など県民ニーズの高い

職種や大卒者の就職先となる雇用の場の創出も必要である。このため、本社機能の地方移転や

地方にある本社機能の拡充を通じて、こうした諸課題の課題解決を図るものである。 
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（出展：平成 24 年度県民経済計算 平成 27 年 3 月大分県作成より抜粋） 

（出展：平成 27 年 4 月職業別有効求人・有効求職バランスシート 大分労働局作成資料から抜粋） 

（出展：平成 26 年度大分県新規学卒者実体調査 大分県作成から抜粋） 

図表 1 

図表 2  

図表 3  
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食料品 7,095,092        2.34%

飲料・たばこ 2,737,556        0.90%

繊維 414,140           0.14%

木材 378,848           0.13%

家具 187,608           0.06%

パルプ・紙 2,466,473        0.81%

印刷 884,095           0.29%

化学 59,049,898       19.49%

石油・石炭 58,499,857       19.31%

プラスチック 1,582,149        0.52%

ゴム製品 -                   0.00%

なめし革 - 0.00%

窯業・土石 6,603,345        2.18%

鉄鋼 57,694,339       19.04%

非鉄金属 50,028,876       16.51%

金属製品 1,450,181        0.48%

はん用機械 4,647,265        1.53%

生産用機械 2,402,757        0.79%

業務用機械 15,653,965       5.17%

電子部品 16,632,472       5.49%

電気機器 504,542           0.17%

情報通信 10,015,470       3.31%

輸送機器 3,904,714        1.29%

その他製品 194,381           0.06%

合計 303,028,023     100%

（単位：万円） （構成比）

 ４－１－２ 大分県の経済圏 
   

大分県を産業集積の状況や経済的なつながりを考慮すると、概ね 3 つの経済圏に分けること

ができる。１つは、大分県東部及び中部の、姫島村、国東市、杵築市、日出町、別府市、大分

市、由布市、臼杵市、津久見市を含む東部・中部地域。2 つ目は、大分県南部の沿岸部から山間

部へ、佐伯市、豊後大野市、竹田市を含む南部・豊肥地域。3 つ目は、大分県北部及び西部の、

豊後高田市、宇佐市、中津市、日田市、玖珠町、九重町を含む北部・西部地域。 
  次項にて、各地域の産業の特徴を述べる。 
   

４－１－３ 東部・中部地域の産業の特徴 
 

大分市は昭和 39 年の新産都構想の指定を契機に鉄鋼、化学、石油などが発達した。国東市、

杵築市、日出町は 1980 年代のテクノポリス構想の指定により半導体、精密機器産業が発達し

た。平成 25 年の製造品出荷額は化学関連が 5,904 億円、石油関連が 5,849 億円、鉄鋼関連が

5,769 億円、電子部品（半導体関連）が 1,663 億円、情報通信（精密機器関連）が 1,001 億円と

なっている（図表 4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４－１－４ 南部・豊肥地域の産業の特徴 
 

佐伯市では造船業が地場産業として発達し、化学メーカーの立地により食品添加物等の製造

が盛んに行われている。また、ぶり等の養殖や食品加工が盛んに行われている。また、竹田市、

豊後大野市、佐伯市には医療機器メーカーの立地が進んでいる。平成 25 年の製造品出荷額は輸

送機器関連（造船）が 217 億円、化学関連が 1,936 億円、食料品関連が 188 億円となっている

（図表 5）。 

（出展：平成 25 年工業統計調査（確報）から企業立地推進課にて作成） 

図表 4 東部・中部地域の製造品出荷額 



4 
 

食料品 1,886,961        19.07%

飲料・たばこ 90,399            0.91%

繊維 159,329           1.61%

木材 282,256           2.85%

家具 311,658           3.15%

パルプ・紙 -                   0.00%

印刷 27,397            0.28%

化学 1,936,086        19.57%

石油・石炭 -                   0.00%

プラスチック 546,774           5.53%

ゴム製品 -                   0.00%

なめし革 - 0.00%

窯業・土石 600,738           6.07%

鉄鋼 - 0.00%

非鉄金属 -                   0.00%

金属製品 589,147           5.95%

はん用機械 1,051,613        10.63%

生産用機械 148,125           1.50%

業務用機械 -                   0.00%

電子部品 -                   0.00%

電気機器 83,362            0.84%

情報通信 - 0.00%

輸送機器 2,179,914        22.03%

その他製品 -                   0.00%

合計 9,893,759        100%

（単位：万円） （構成比）

食 料 品 3,439,850        4.02%

飲 料 ・ た ば こ 9,767,436        11.43%

繊 維 729,518           0.85%

木 材 1,562,862        1.83%

家 具 489,061           0.57%

パ ル プ ・ 紙 25,403            0.03%

印 刷 245,007           0.29%

化 学 -                   0.00%

石 油 ・ 石 炭 -                   0.00%

プ ラ ス チ ッ ク 2,689,684        3.15%

ゴ ム 製 品 210,238           0.25%

な め し 革 -                   0.00%

窯 業 ・ 土 石 2,396,614        2.80%

鉄 鋼 357,680           0.42%

非 鉄 金 属 -                   0.00%

金 属 製 品 1,769,675        2.07%

は ん 用 機 械 556,385           0.65%

生 産 用 機 械 551,435           0.65%

業 務 用 機 械 -                   0.00%

電 子 部 品 5,303,031        6.20%

電 気 機 器 1,749,385        2.05%

情 報 通 信 823,415           0.96%

輸 送 機 器 52,673,562       61.61%

そ の 他 製 品 151,052           0.18%

合計 85,491,293       100%

（単位：万円） （構成比）

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
４－１－５ 北部・西部地域の産業の特徴 

 
北部・西部地域では平成 25 年の輸送機器の製造品出荷額は 5,267 億円となっており（図表

6）、県内で最大の自動車関連産業の集積地であることが分かる。ダイハツ九州、１次部品メー

カーを中心に多くの関連メーカーが立地している。また、近年は TOTO の新工場の増設など、

他産業においても積極的な投資が行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出展：平成 25 年工業統計調査（確報）から企業立地推進課にて作成） 

（出展：平成 25 年工業統計調査（確報）から企業立地推進課にて作成） 

図表 5 南部・豊肥地域の製造品出荷額 

図表 6 北部・西部地域の製造品出荷額 
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４－２ インフラ整備状況  
   
（交通） 
   平成 26 年に東九州自動車道が県内全線開通し、大分市を中心に県内主要都市まで 1 時間

以内、主要都市の圏域内は 30 分程度で往来できる道路網が整っている。また、中津市から日

田市を結ぶ高規格道路「中津日田道路」が建設中で、全線開通時には所要時間が 30 分短縮さ

れる予定である。  
一方、県内には大分港、別府港、津久見港、佐伯港、中津港の重要港湾 5 港を有しており、

臨海部に立地する企業の物流拠点となっている。 
また、大分空港は平成 27 年 3 月から夜間の運用時間の延長もあり、羽田空港に一日 14 便、

成田空港に一日 3 便が就航するなど首都圏とのアクセスも良好である。さらに、中津市では

北九州空港、日田市では福岡空港、竹田市では熊本空港を利用するなど臨県の主要空港の活

用により、大分空港から遠方にある地域であっても首都圏とのアクセスは非常に良好である。

（図 7） 
 
 （支援機関等） 

県内の支援機関、大学、研究所等は大分市を中心に各地に立地している。大分市へのアク

セスは各地域から概ね 1 時間以内であるため、各地域の主要産業の相談・研究等を容易に行

うことができる。 
また、大分市から 1 時間 30 分程度でアクセス可能な佐賀県鳥栖市には国立研究開発法人 

産業技術総合研究所九州センターが立地しており、本県の主要産業であるエレクトロニクス・

製造領域の研究開発を行っている。大分県産業科学技術センター（所在地 大分市）では、

県内中小企業に対し、電子・情報技術、電磁力、機械・加工等の先端分野から醸造業等の食

品加工分野まで技術相談、分析・試験に対応する。大分県立工科短期大学校（所在地 中津

市）では、産業会で即戦力となる人材育成等に取り組んでいる。またものづくり企業を対象

とした技術向上セミナーや QC サークル活動支援などを行い、特に県北部地域の主要産業で

ある自動車関連企業に優秀な人材を輩出している。 
国立大学法人大分大学（所在地 大分市）では、大分県・宮崎県が共同で進める東九州メ

ディカルバレー構想の一環として、医療機器の研究開発拠点・医療技術人材育成拠点づくり

の取組として臨床医工学講座を開設した。産学館連携による研究開発体制を整備し、県内に

集積する医療機器メーカーの開発力、国際競争力を高めるための基礎研究を推進している。 
学校法人文理学園日本文理大学（所在地 大分市）では、全国でも珍しい航空宇宙工学科

を有し、昆虫型超小型飛翔ロボット開発プロジェクトに取り組んだマイクロ流体技術研究所

があり、生物の機能と工学を融合させることで環境に配慮した技術開発に取り組んでいる。 
立命館アジア太平洋大学（所在地 別府市）は、教員、生徒いずれも約半数が留学生であ

り、多様でグローバルな人材を数多く輩出している。日経キャリアマガジン「社会人の大学

院ランキング 2015」にて企業から評価されている大学で西日本第 1 位の評価を受けている。 
（公財）大分ハイパーネットワーク社会研究所（所在地 大分市）は、ハイパーネットワ

ーク社会1に関する調査、研究等を主目的とした財団である。スマートデバイスのシステム開

発分野での人材育成や、アートとコンピュータをテーマにしたワークショップ開催など様々

な分野の最先端の研究活動を行っている。（図 7） 
                                                   
1 ハイパーネットワーク社会とはディジタル及びソーシャル技術により高度に統合された情報処理及び情報通信を基盤として

成立する高度な情報ネットワーク社会のこと（公益財団法人ハイパーネットワーク社会研究所定款） 
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さらに中小企業者やスタートアップを支援する、（公財）大分県産業創造機構（所在地：大

分市）、大分県よろず支援拠点（所在地：大分市）、おおいたスタートアップセンター（所在

地：大分市）、商工会（所在地：中津市、宇佐市安心院町・院内町、豊後高田市真玉町、姫島

村、国東市、杵築市、日出町、玖珠町、九重町、由布市庄内町、大分市野津原町、竹田市直入

町、豊後大野市、臼杵市野津町、佐伯市弥生町、鶴見）、商工会議所（所在地：大分市、別府

市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後高田市、宇佐市、竹田市）、

大分県商工会連合会（所在地：大分市）、大分県中小企業団体中央会（所在地：大分市）があ

り、企業の経営相談、研究開発、販路開拓及び人材育成を支援している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     
 

４－３ 近年の企業立地動向と今後の見通し 
 
  平成 22 年度から 26 年度の 5 カ年の各地域の新規立地、増設件数は 107 件となっている

（図表 8）。全体的には東部・中部地域と北部・西部地域が、南部・豊肥地域に比べて新規立

地、増設ともに多い。 
 
（東部・中部地域） 

東部・中部地域では、東九州自動車道の全線開通効果や、BCP2の観点から津波リスクのな

い高台に位置する大分流通業務団地への流通関連企業の立地が進んでいる。 
また、大分市を中心とした臨海部のコンビナート企業は大分県、大分市と共に、国際競争

力強化のために大分コンビナート企業協議会を組織し、一層の連携強化を図っている。今後

                                                   
2 BCP とは Business Continuity Plan の略で事業継続計画のこと 

（出展：大分県企業立地のご案内 2015 から抜粋） 

図表 7 県内の主要交通インフラ及び支援機関等 
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もユーティリティ、物流、規制緩和、人材育成の分野で具体的な連携策を講じることにより、

マザー工場化、生産技術を研究する開発拠点等に発展する可能性がある。また、国東市安岐

町では大分キヤノン(株)が生産技術の開発拠点として総合技術棟の設置を予定しており、こ

うした大規模工場に併設した研究開発部門の増設や機能強化が期待される。 
一方、大分市中心部では平成 27 年 4 月に JR 大分駅が全面改装され、駅南側の再開発が進

むなど一層の都市機能の向上が図られ、地方都市の中心部に進出傾向のあるコールセンター

や BPO 等の進出が期待される。 
 

（南部・豊肥地域） 
南部・豊肥地域では、豊後大野市へのバイオマス発電所の建設計画により、近隣に発電用の

木材チップの製造所が立地した。佐伯市の工場跡地にバイオマス発電が立地するなど港湾の利

便性や豊富な森林資源を活用した立地がみられる。また、豊後大野市、佐伯市には医療機器メ

ーカーの主要製造拠点が立地しており、関連企業の増設等が期待される。竹田市では、個食な

どの消費変化を捉えた、カット野菜工場が増設するなど食品産業の立地が期待される。また、

竹田市では移住に関する取組を積極的に進めており、アーティストやウェブデザイナーなどク

リエイティブな人材が移住しており、今後、ソフトウェア産業等の誘致が見込まれる。 
 

（北部・西部地域） 
北部・西部地域では、平成 16 年のダイハツ九州の中津市への進出により自動車産業の集積が

現在も進んでいる。また、北部・西部地域は、トヨタ自動車九州（福岡県宮若市）日産自動車九

州・日産車体九州（福岡県苅田町）ダイハツ九州久留米工場（福岡県久留米市）が立地する福

岡県に隣接しており、北部九州の自動車生産拠点の一翼を担っている。近年、低燃費化を進め

るため樹脂素材の自動車部品の採用や、水素自動車、EV の研究開発が進むなど更なる新規立地

が見込まれる。さらに、自動車産業の国内回帰により国内工場のマザー工場化の進展、研究部

門の増設なども期待される。 
 
 
 
図表 8 県内の年度別企業立地件数 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 
新規立地 9 15 17 7 6 54 
 うち東部・

中部地域 
2 3 7 5 3 20 

 うち南部・

豊肥地域 
3 

 
5 3 0 1 12 

 うち北部・

西部地域 
4 7 7 2 2 22 

増設 9 7 7 16 14 53 
 うち東部・

中部地域 
3 5 0 5 8 19 

 うち南部・

豊肥地域 
0 1 3 1 0 7 

 うち北部・ 6 1 4 10 6 27 
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西部地域 
合計 18 22 24 23 20 107 

（出典：大分県企業立地推進課調べ） 

４－４ 地域再生計画の目標 
 
  大分県の課題は、既存立地企業の新たな部門の誘致を進め雇用創出を図ることや、県民ニ

ーズの高い職種、大卒者の雇用の場の創出である。したがって、県内すべての地域において、

企業の立地環境を整備することにより、企業の地方拠点の形成・強化を支援し、地域におけ

る就労機会の創出等を図ることを目標とする。 
  具体的には地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定件数を移転型事業で毎年 1
件・10 人（平成 31 年～令和 8 年は 5 人）、拡充型事業で毎年 2 件・20 人（平成 31 年～令和

8 年は 10 人）の雇用機会の創出を行い、大分県全体で毎年 3 件・30 人（平成 31 年～令和 8
年は 15 人）の雇用機会の創出を行う。また、平成 27 年度から令和 8 年度の合計で 36 件、

240 人の雇用機会の創出を目指す。 
 

  目標１ 就労機会の創出 
   地方活力向上地域等特定業務施設整備事業の実施により、240 人の雇用機会の創出を図る。 
 
  目標２ 企業の新規立地 
   東京にある企業の本社機能等の移転を伴う新規立地等（移転型事業の認定件数）を 12 件、

域内企業の本社機能等の拡充を伴う新規立地等及び東京以外の地域にある企業の本社機能等

の移転を伴う新規立地等（拡充型事業の認定件数）を 24 件とする。 
  
５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 
  大分県内に集積する自動車・輸送機器関連産業や、臨海部の素材型産業、造船関連産業や

エネルギー関連産業、電子・電気・機械・情報関連産業、食品・農林水産関連産業、医療機器

関連産業のマザー工場化、設備の高度化に伴い、研究開発部門の機能強化が見込まれている。

また、これまで、企業誘致の対象としていなかった立地企業の管理業務部門などにも対象を

広げ誘致を進める。 
加えて、別府市や由布市湯布院など全国でも有数の温泉観光地を有していることから、抜

群の環境を目当てに、企業の研修所の立地が見込まれている。 
また、これらの地方活力向上地域等特定業務施設整備事業を促進するための取組として、

工業用地の確保、企業の新規立地等に関する支援体制の構築、企業立地等に伴う初期投資の

負担を軽減する地方税の不均一課税制度の創設、UIJ ターン者の就職支援を実施する。 
これらの取組により、企業の本社機能の移転及び域内企業の本社機能の拡充に伴う新規立

地等を推し進め、当該地域における就労機会の創出を図る。 
 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 
 （１）支援措置の名称及び番号 
    地方における本社機能の強化を行う事業者に対する特例 

（内閣府、総務省、厚生労働省、経済産業省）【Ａ３００５】 
（２）地方活力向上地域 
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  ①法第十七条の二第一項第一号に掲げる事業の対象となる地方活力向上地域  
大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後高田市、杵

築市、宇佐市、豊後大野市、由布市、国東市、姫島村、日出町、九重町、玖珠町の一部区

域（別紙 1 のとおり） 
   ②法第十七条の二第一項第二号に掲げる事業の対象となる地域 

東部・中部地域（大分市、別府市、臼杵市、津久見市、杵築市、由布市、国東市、姫島

村、日出町）の一部地域 
（別紙 2 のとおり） 

南部、豊肥地域（佐伯市、竹田市、豊後大野市）の一部地域 
（別紙 3 のとおり） 

北部・西部地域（中津市、日田市、豊後高田市、宇佐市、九重町、玖珠町）の一部区域

（別紙 4 のとおり） 
 

 （３）地方活力向上地域の設定について 
   地方活力向上地域は、当県が企業立地を進める企業立地促進法に基づく大分県基本計画の

集積区域と、本社機能等の移転が見込まれる市街地等を包含している。集積区域では、大分

県基本計画に基づき、製造業を中心に企業誘致に取り組んでおり、これまでに旭化成メディ

カル、キヤノン、ダイハツ等の製造拠点の増設や、ホンダ太陽のデータビジネス棟の新設な

ど引き続き、企業の新規立地や本社機能等の移転が期待される地域である。 
また、昨今はＩＴ関連企業が快適な職場環境や住環境をもとめて、これまで産業集積のな

い過疎地域等への進出があったほか、源泉数・湧出量ともに全国 1 位を誇る本県の特徴を活

かし、風光明媚な温泉観光地への研修所等の進出が見込まれる。したがって、都市部、郊外

を含め様々な地域への進出が期待される。 
 
（東部・中部地域）※主要企業の立地状況、地域の別については図表 12 参照 
   拡充型事業の対象地域は、大分市を中心に 77 万人規模の経済圏を形成している地域であ

り、大分キヤノン、新日鐵住金、昭和電工、東芝をはじめとする大企業が数多く立地するな

ど、域内企業の成長が見込まれる地域である。 
   当該地域は東九州自動車道、大分空港道路により南北が縦貫し、臨海部を中心に企業立地

が進展しており、自然的、社会的、経済的に一体性を有するものである。 
   また、当該地域には、大分県産業科学技術センター、大分大学、立命館アジア太平洋大学、

日本文理大学など地方活力向上地域等特定業務施設整備事業の実施を促進するために必要と

なる人材の供給や主要産業の研究開発等を推進する事業環境が整っている。 
加えて、大分市佐野地区の流通業務団地、高江西地区にはインテリジェントタウンなどす

でに一定の産業集積が形成されている。さらに、東部・中部地域は、企業立地促進法に基づ

く集積区域や、医療関連企業の集積を目的とした東九州メディカルバレー構想3の対象地域と

なっている。 
また、大分市中心部に位置する大分駅周辺では大分県、大分市が都市機能の利活用の促進

を目的とした都市再生整備計画を定めるなど、企業にとって利便性が増すことが予測される。

                                                   
3東九州メディカルバレー構想・・・大分県から宮崎県に広がる東九州地域において血液や血管

に関する医療を中心に産学官の連携を深め、県下全域での医療機器産業の一層の集積を図るも

の。総合特区第一次指定を受けている。参画する主要企業は、川澄化学工業（佐伯市）、旭化成

メディカル（延岡市）など。 
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今後、新規立地をはじめ域内企業の本社機能の拡充等が見込まれる地域である。 
なお、東部・中部地域の人口あたり事業所数は 0.045 で昼夜間人口比率は 0.97 となってい

る（図表 9）。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（南部・豊肥地域）※主要企業の立地状況、地域の別については図表 12 参照 

拡充型事業の対象地域は、佐伯市、豊後大野市、竹田市の 3 市で 13 万人規模の経済圏を形

成している地域であり、興人ライフサイエンス、川澄化学工業、フレゼニウス川澄、キュウ

ーメイ研究所をはじめとするバイオサイエンス、医療機器産業の企業が多く立地するなど、

域内企業の成長が見込まれる地域である。 
   豊後大野市、竹田市は東西に伸びる中九州横断道路の整備が進み、利便性が高まっている。

また、中九州道に接続する国道 10 号線が佐伯市方面につながっており自然的、社会的、経済

的に一体性を有するものである。 
   また、高速道路網の整備により、大学、試験研究機関が多く立地する大分市へは、企業の

主要拠点から 1 時間程度でアクセス可能であり、地方活力向上地域等特定業務施設整備事業

の実施を促進するために必要となる人材の供給や医療機器産業等の研究開発等を推進する事

業環境が整っている。 
加えて、大分県、宮崎県で進める東九州メディカルバレー構想の主要企業である川澄化学

工業の立地や、宮崎県の主要企業である旭化成メディカル(株)と近接するなど新規立地をは

じめ、域内企業の本社機能の拡充等が見込まれる地域である。さらに、南部・豊肥地域は、

企業立地促進法に基づく集積区域や、医療関連企業の集積を目的とした東九州メディカルバ

レー構想の対象地域となっている。 
なお、南部・豊肥地域の人口あたり事業所数は 0.052 で昼夜間人口比率は約 1.00 となって

いる（図表 10）。 
 
 
 
 
 

 
 
 

（出展：平成 26 年経済センサス及び平成 26 年大分県人口推計より企業立地推進課作成） 

（出展：平成 26 年経済センサス及び平成 26 年大分県人口推計より企業立地推進課作

成） 

図表 9 東部・中部地域の人口あたり事業所数及び昼夜間人口比率 

図表 10 南部・豊肥地域の人口あたり事業所数及び昼夜間人口比率 
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（北部・西部地域）※主要企業の立地状況、地域の別については図表 12 参照 

拡充型事業の対象地域は、中津市、日田市、豊後高田市、宇佐市、九重町、玖珠町の 6 自

治体で 25 万人規模の経済圏を形成している地域であり、ダイハツ九州、TOTO、サッポロビ

ール、TDK、日田キヤノンマテリアル、CKK、ヤクルトヘルスフーズ、TRI 大分、九州南部

化成をはじめとする自動車産業、電子部品、精密機器、食品等多様な企業が多く立地するな

ど、域内企業の成長が見込まれる地域である。 
   当該地域は大分自動車道が東西に縦貫しており日田市、玖珠町、九重町はアクセスが良い。

また、日田市と中津市を南北に結ぶ中津日田道路の整備に取り組むなど自然的、社会的、経

済的に一体性を有するものである。 
   また、中津市には自動車産業向けの技術者を養成する大分県立工科短期大学校など地方活

力向上地域等特定業務施設整備事業の実施を促進するために必要となる人材の供給や自動車 

産業等の研究開発等を推進する事業環境が整っている。 
加えて、豊後高田市かなえ台にある北部中核工業団地では、すでに一定の産業集積が形成

されており、今後、自動車関連産業の新規立地をはじめ、域内企業の本社機能の拡充等が見

込まれる地域である。さらに、北部・西部地域は、企業立地促進法に基づく集積区域や、医

療関連企業の集積を目的とした東九州メディカルバレー構想の対象地域となっている。 
なお、北部・西部地域の人口あたり事業所数は 0.054 で昼夜間人口比率は 0.99 となってい

る（図表 11）。 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出展：平成 26 年経済センサス及び平成 26 年大分県人口推計より企業立地推進課作成） 

図表 11 北部・西部地域の人口あたり事業所数及び昼夜間人口比率 
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 （４）地方活力向上地域等特定業務施設整備事業の内容等 
  イ 地方活力向上地域等特定業務施設整備事業  

①事業概要（移転型事業）： 
    民間企業等により実施される東京 23 区から本社機能の移転を伴う特定業務施設の整備。 
    実施期間： 
     平成 27 年 10 月～令和 9 年 3 月 
    実施場所： 

上記（２）①に記載する移転型事業の対象地域内 
 
  ②事業概要（拡充型事業）： 
    民間企業等により実施される拡充型事業の対象地域内における特定業務施設の整備。 
    実施期間： 
     平成 27 年 9 月～令和 9 年 3 月 
    実施場所： 
     上記（２）②に記載する拡充型事業の対象地域内 
    
   ・大分キヤノン株式会社は、生産技術力の強化を図るため、同社の生産拠点である安岐事

業所敷地内に新たに総合技術棟（生産技術の研究開発）を整備。 
実施期間 平成 28 年当初～平成 28 年末 
実施場所 国東市安岐町下原 710 番地 

   ・株式会社ザイナスは、大分市金池南に本社社屋を新設。IT 関連企業や起業家の集積を図

（出展：大分県企業立地推進課作成） 

北部・西部地域 

南部・豊肥地域 

東部・中部地

図表 12 主要企業の立地状況、3つの経済圏 
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るもの。 
    実施期間： 平成 27 年 9 月着工～平成 28 年 5 月竣工予定 
    実施場所  大分市金池南 1 丁目 5 番 1 号 
  

ロ 地方税の不均一課税制度の創設 
   事業概要： 
    企業の本社機能等の移転及び域内企業の本社機能等の拡充に伴う地方税について、大分

県は不均一課税制度を創設する。また、県下市町村については固定資産税の不均一課税制

度の創設を実施。  
 
   実施主体：大分県 
   実施期間：平成 27 年 10 月～令和 9 年 3 月 
   対象税目：法人・個人事業税（移転型のみ） 
        不動産取得税（移転型・拡充型） 
        県固定資産税（移転型・拡充型） 
 
   実施主体：大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後高

田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、由布市、国東市、姫島村、日出町、九重町、玖珠町 
   実施期間：平成 27 年 10 月～令和 9 年 3 月 
   対象税目：固定資産税（移転型・拡充型） 
 

５－３ その他の事業 
 ５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 
  該当なし 
５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

  イ 玖珠工業団地整備事業 
   事業概要： 
    玖珠ＩＣに近接する玖珠町に 19.83ha の工業団地の整備を行う。平成 25 年度に調整池、

進入路工事が完成し、現在は埋蔵文化財の調査中。 

   実施主体： 

    大分県土地開発公社 

   事業期間： 

    平成 3年度～ 

 

  ロ 流通業務団地整備事業 

   事業概要： 

    大分宮河内 ICに近接する大分市左野に 47.0ha の流通業務団地の整備。平成 26 年度まで

に第 3工区の粗造成、インフラ整備が完成。早期の分譲に向けて企業誘致を推進中。 

 

   実施主体： 

    大分県 

   事業期間： 

    平成 13 年度～ 
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  ハ ワンストップ相談窓口の設置 

   事業概要： 

    大分県商工労働部企業立地推進課に県内で新規立地等を行う企業の相談に応じるワンス

トップ相談窓口を設置し、適地の紹介や設備投資助成のみならず、関係課、市町村と連携

した許認可手続きにも対応出来る体制を構築している。 

   実施主体： 

    大分県 

   事業期間： 

    平成 20 年度～ 

 

  二 市町村研修会の実施 

   事業概要： 

    県内市町村の企業誘致担当課が一同に会し、企業誘致の対応方法の修得や情報交換を実

施。 

   実施主体： 

    大分県 

   事業期間： 

    平成 20 年度～ 

 

  ホ ものづくり企業人材確保事業 

   事業概要： 

    県内の中小企業や誘致企業を対象に人材確保のためのプロモーション活動を行うための

動画を作成 

   実施主体： 

    大分県 

   事業期間： 

    平成 27 年度 

 

  ヘ おおいた産業人財センターの運営 
   事業概要： 
    UIJ ターン就職希望者に対し、企業情報・求人情報を提供し職業紹介等の支援を行う。 
   実施主体： 
    大分県 
   事業期間： 
    平成 26 年度～ 
     
  ト UIJ ターン対策事業 
   事業概要： 

 県外での相談会への参加や県が委嘱した移住コンシェルジュとの連携によりUIJター

ン希望者の開拓を行う。 
   実施主体： 
     大分県 
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   実施時期： 
     平成 27 年度 
 
６ 計画期間 
  地域再生計画認定の日から令和 9 年 3 月 31 日まで 
 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

７－１ 目標の達成状況に係る評価の手法 
４－４に示す地域再生計画の目標については、 
計画期間中の年度毎に必要な調査を行い、状況を把握するとともに、達成状況の評価、改善

すべき事項の検討をおこなうこととする。 
  

７－２ 目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 

 

平成 

27 

年度 

平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

 

令和 

元 

年度 

令和 

2 

年度 

（中

間年

度） 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度 

令和 

8 

年度 

（最終

年度） 

目標１ 

雇用創出件数 
30 人 30 人 30 人 30 人 15 人 15 人 15 人 15 人 15 人 15 人 15 人 15 人 

 うち東部・中部

地域 
10 人 10 人 10 人 10 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

 うち南部・豊肥

地域 
10 人 10 人 10 人 10 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

 うち北部・西部

地域 
10 人 10 人 10 人 10 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

目標２ 

地方活力向上地域

等特定業務施設整

備計画認定件数 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

3 件 

 

移転型（うち東部・

中部地域） 
 1 件 1 件  1 件 1 件  1 件 1 件  1 件  

移転型（うち南部・

豊肥地） 
   １件        1 件 

移転型（うち北部・

西部地域） 
１件      1 件   1 件   

拡充型（うち東部・

中部地域） 
１件 

 

 
 １件 

 

 

 

 
１件  1 件 １件 1 件  

拡充型（うち南部・

豊肥地域） 
１件 １件 １件  １件 １件 １件 1 件  １件  1 件 

拡充型（うち北部・  １件 １件 1 件 １件 １件  1 件 1 件  1 件 1 件 
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西部地域） 

 
（指標とする数値の収集方法） 
 雇用創出件数  

事業者の提出する地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に関する実施状況報告書から算

出 
 地方活力向上地域等特定業務施設整備計画認定件数  

事業者の提出する地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定件数から算出 
 
 ７－３ 目標の達成状況にかかる評価の公表の手法 
  ４－４に示す地域再生計画の目標の達成状況については、中間評価及び事後評価の内容を、

速やかに大分県のホームページ上で公表する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


















































































